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(1) 教育環境の整備について 

本県では、障がいのある子どもが地域の中で過ごし、学ぶことができる地域就学を

推進するため、平成 16 年度から、特別支援学校の計画的、段階的な整備を進めてい

います。 
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① 全障がい共通 

各地域において小学部から高等部まで一貫した教育を受けることができるよう、全

ての特別支援学校に高等部を設置しています。 

また、障がいのある子どもが安全で安心な学校生活を送ることができるよう、バリ

アフリー環境やスクールバスの整備等を行いました。今後は、教室不足への対応等、

更なる教育環境の整備と共にＩＣＴを活用した教育環境の充実が求められています。 

このほか、平成 28 年４月の熊本地震後、複数の市と特別支援学校が福祉避難所の

協定を締結するなど、防災から災害後の対応へと特別支援学校の役割も変化してきて

います。これからは、防災機能の見直しに加え、災害後の対応の在り方等を地域や地

方自治体との連携が求められています。 

 

② 視覚障がい教育 

視覚障がい者を対象とした特別支援学校

として、明星視覚支援学校が整備され、平成

30 年度に幼稚部が設置されました。 

在籍者数は、平成 30 年度現在 20 名で減

少傾向にあります。子どもの出生率の低下や

医療や科学技術の進歩等もあり、今後もこの

状況は続くと予測されます（図 14）。 

また、進路保障のため「はり・きゅう・あ

んま・マッサージ」などの国家資格取得のた

めの専門的な教育や、基礎学力を定着させる

教育、ＩＣＴ機器の活用等による新たな進路

先の開拓等が求められています。 

 

③ 聴覚障がい教育 

聴覚障がい特別支援学校は、都城さくら聴覚支援学校と県北部の延岡しろやま支援

学校（聴覚障がい教育部門）が整備されています。在籍者数は、平成 30 年度現在、

２校合わせて 47 名となっており、減少傾向にあります（図 14）。 

また、手話による各教科や日常的な指導に加え、ＩＣＴ機器の活用による情報保障

や人工内耳を装用した幼児児童生徒への指導など、教職員の更なる専門性を高めるこ

とが必要です。さらに、大学等への進学を希望する生徒のための指導体制の更なる充

実について、検討していく必要があります。 
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図 14 視覚障がい・聴覚障がい特別支援学校の 
在籍者数の推移 

対象となる学校 
明星視覚支援学校、都城さくら聴覚支援学校 
延岡しろやま支援学校（聴覚障がい教育部門） 
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④ 知的障がい教育 

知的障がい特別支援学校は、地域就学の推

進のため肢体不自由を併せ有する児童生徒

も対象とした学校として整備してきました。

在籍者数は、少子化の中にあっても増加傾向

にあります（図 15）。 

知的障がいと発達障がいや精神疾患を併

せ有する児童生徒がいることから、教員の高

い専門性に基づいた実践的な指導が必要な

状況となっています。 

さらに、多様化する児童生徒の状況に対

応するため、各教科や自立活動の指導や高等

部の職業コース化等について、検討していく

必要があります。 

 

⑤ 肢体不自由教育 

肢体不自由特別支援学校は、清武せいりゅ

う支援学校と延岡しろやま支援学校（肢体不

自由教育部門）が整備されています。在籍者

数は、平成 30 年度現在、2 校合わせて 137

名となっています（図 16）。 

複数の障がいを併せ有する重複障がい学

級に在籍する児童生徒が多く、肢体不自由の

みの単一障がいの学級に在籍する児童生徒

は少ない状況です。重複障がいのある児童

生徒の卒業後の自立と社会参加を見据えた

教育課程の在り方を検討することが必要で

す。 

また、地域のセンター校として、小・中・高等学校に在籍する児童生徒の支援の充

実についても検討していく必要があります。 
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図 15 知的障がい特別支援学校の在籍者数の推移 

対象となる学校 
みやざき中央支援学校、みなみのかぜ支援学校、 
日南くろしお支援学校、都城きりしま支援学校、 
都城きりしま支援学校小林校、日向ひまわり支援学校、 
児湯るぴなす支援学校、延岡しろやま支援学校高千穂校 
延岡しろやま支援学校（知的障がい教育部門） 

対象となる学校 
清武せいりゅう支援学校 
延岡しろやま支援学校（知的障がい教育部門） 

図 16 肢体不自由特別支援学校の在籍者数の推移 
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⑥ 病弱障がい教育 

病弱特別支援学校は、赤江まつばら支援学

校が設置されています。在籍者数は、平成

30 年度現在 44 名となっています（図 1）。

近年では、医学の進歩等により、在籍する子

どもの病気の種類が変化してきています。ま

た、隣接する宮崎東病院の児童精神科病棟に

入院している発達障がいを併せ有する精神

疾患のある児童生徒が入学しています。また、

医療的ケアを必要とする児童生徒も在籍し

ていることから、多様な障がいに応じた教

育課程を編成するとともに、児童生徒のニ

ーズに対応した教育内容や指導方法等の充

実を図ることが必要です。 

 

特別支援学校に在籍している児童生徒のニーズは多様化し、各学校の課題も変化し

てきていることから、各学校の課題及び全県的な視野に立った整備を融合させながら、

教育の改善と教育環境の充実に向けた整備等が必要です。 

 

  

 特別支援学校における教育環境整備上の将来課題（障がい別） 

 

① 全障がい共通 

・ 学校施設のバリアフリー化の推進 

・ 校舎の老朽化対策の推進 

・ 専門家を配置した他職種連携による教育支援体制の強化 

・ スクールバス運行等の通学保障の充実 

 

② 視覚障がい教育 

・ 乳幼児教育相談等の県内全域的な視覚障がい教育相談体制の充実 

・ 卒業生を対象とした学び直し等の生涯学習に係る支援体制の構築 

 

③ 聴覚障がい教育 

・ 県央地区の聴覚障がいに係る乳幼児教育相談室の設置 

・ 県内全域を見通した聴覚障がい支援学校の配置の在り方に係る検討 
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図 17 病弱障がい特別支援学校の在籍者数の推移 

対象となる学校 
赤江まつばら支援学校 
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(2) 障がいの重度・重複化、多様化について 

複数の障がいを併せ有する重複障が

いのある児童生徒数は、全体の 45.6%

を占めており、特に平成 29 年度には、

通常学級と重複障がい学級が同じ学級

数となりました（図 18、図 19）。 

中でも肢体不自由の特別支援学校で

は、全体で 75.6%と在籍する児童生徒

のほとんどに重複障がいがあります

（図 19）。 

重複障がいのある児童生徒の中には、

医療的ケア※１を必要とする児童生徒も

含まれており、医療的ケアの対象とな

る児童生徒数の変化はあまり見られな

いものの、一人一人の状態が重症化の

傾向にあります（図 20）。 
 
 

※１ 医療的ケア 
学校や在宅等で日常的に行われている、たんの吸引・経管栄養・気管切開部の衛生管理等の医行為 

 

④ 知的障がい教育 

・ 対象児童生徒増に対応した教育環境整備の推進 

・ 分校の本校化推進と余裕教室等を活用した新たな分校設置に係る検討 

・ 高等部における職業コースの検討及び職業学科設置に係る研究 

 

⑤ 肢体不自由教育 

・ 人工呼吸器等の高度な医療的ケアに対応した教育体制の強化 

・ 障がいの多様化等に伴う県央地区での肢病併置化の検討 

・ 訪問教育の移管 

 

⑥ 病弱障がい教育 

・ 病院訪問教育の新設 

・ 発達障がいを有し、精神疾患のある児童生徒の受け入れ体制の構築 
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図 18 障がい種別の学級数の推移 
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図 21 在籍している知的障がいのある生徒の 
障がいの程度別在籍割合（平成 29 年度） 

このような重度・重複化に対応するた

めには、教員のより高い専門性と実践

的な指導力の向上が求められます。 

また、特別支援学校では、重度の知

的障がいのある児童生徒と軽度の知的

障がいのある生徒がそれぞれ多数在籍

する二極化の傾向にあります（図 21）。 

障がいが軽度である児童生徒につい

て、以前は、地域の中学校から高等部

へ入学した発達障がいを併せ有する生

徒が増加していましたが、近年では小

学部・中学部も同じような状況があり

ます。 

このため、小学部・中学部・高等部において切れ目ない指導を行うことが求められ

ており、特別支援学校の学部間の連携だけでなく、通園施設や小学校、中学校と特別

支援学校が密接な連携を図る体制の構築が必要です。また、このような軽度の発達障

がいのある生徒については、将来の自立と社会参加を目標とした高等特別支援学校等

※2 も研究していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
※２ 高等特別支援学校 

知的障害の程度が比較的軽度な高等学校段階の生徒を対象とし、職業教育を中心とした教育を行う高等部のみを
置く特別支援学校 
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図 19 校種別の設置学級数の割合（平成 30 年度） 

図 20 医療的ケア対象児童生徒数の推移 
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① 小・中学校等の教員への支援機能 

② 特別支援教育等に関する相談・情報提供機能 

③ 障がいのある幼児児童生徒への指導・支援機能 

④ 福祉、医療、労働などの関係機関等との連絡・

調整機能 

⑤ 小・中学校等の教員に対する研修協力機能 

⑥ 障がいのある幼児児童生徒への施設設備等の

提供機能 

表 2 特別支援学校のセンター的機能 

(３) センター的機能について 

特別支援学校は、学校教育法第 74 条

において、地域の特別支援教育のセン

ターとして位置付けられていることか

ら、地域の小・中学校等における障が

いのある子どもの教育相談や個別の指

導計画等の作成など、特別支援教育の

充実についての助言や支援に努めてき

ました。（表 2） 

平成 29 年度に各特別支援学校が対応した教育相談の件数は、約 7,500 件となっ

ており、特別支援学校のセンター的機能に対する高いニーズが伺えます。 

平成２０年度から配置しているチーフコーディネーターは、関係機関との連携や組

織的な支援が必要な困難事例に対応しており、多くの成果を上げています。また、平

成 25 年度から配置しているエリアコーディネーターは、エリア内の小学校・中学校

の通常の学級に在籍する特別な支援が必要な児童生徒に対応しており、教科指導にお

ける配慮等の助言を行うなど、一定の成果が見られています。 

特に、エリアコーディネーターの配置以降、チーフコーディネーターの教育相談の

件数は減少傾向にあります。 

このような状況から、今後の特別支援学校のセンター的機能として、教育相談を担

当している特別支援教育コーディネーターのみが、地域の小・中学校等への支援を行

うのではなく、学校全体での組織的・総合的な対応が求められます。 

今後はセンター的機能において、支援の内容や方法の在り方を見直すとともに、地

域の小・中学校等に対する情報提供や研修協力、指導・支援など、地域のニーズに応

じた多様なセンター的機能の充実が必要となっています。また、地域の実情を把握し、

医療や福祉、労働機関等との連携を強化するとともに、小・中学校等との学校間ネッ

トワークをエリアサポート体制の中で更に推進し、地域への支援機能を一層充実する

ことも必要です。 

 

(４) 卒業後の進路等について 

平成 29 年度特別支援学校高等部卒業生 175 名の進路状況は、障がいの重度・重

複化が進む中で、「福祉サービスの利用」が最も多く、全体の 62.％を占めています。

続いて「就労」、「職業訓練機関への進学」の順となっています（図 22）。 



第 3 章 本県における特別支援教育の現状と課題 

 

 

図 23 高等部卒業生の就職率 

一般企業へ就職した平成 29 年度の卒業

生は 57 名であり、就職率は 24.0％と、

全国の就職率 31.2％（平成 29 年度）と

比較すると下回っている状況です（図

22）。 

これまで就職率が低いのは、生徒の就職

希望率が低いことが原因の一つにありま

した。そのため、平成 25 年度からキャリ

ア教育の充実を図りながら進路学習を推

進しており、徐々に就職希望者数が増え

てきています。今後は、就職を希望する

生徒一人一人の夢や希望を実現するため

に、就職先の開拓や企業との連携など、今

までより丁寧に行うことが必要です。 

このため、早期から将来の自立と社会参

加に向けた取組を児童生徒の発達や障が

いの状態、特性等に合わせて行い、本人の

就職への意欲を高め、保護者の願いに応え

ていくことが必要です。また、地域の実情

に応じ、医療や福祉、労働機関等との連携

を強化し、地域の自立支援機能を一層充実

することも必要です。 

 

一方、卒業後に福祉サービスを利用する生徒についても、将来の自立を目指すとい

う点では、就職を目指す生徒と同様に、早い段階から施設体験の実施や福祉サービス

の活用等を図り、卒業後、有意義な社会生活を主体的に送ることができるようキャリ

ア教育の充実を図っていくことが必要です。 

また、特別支援学校から大学等への進学を希望する生徒への対応についても計画的

な指導体制の構築や進路先との連携の強化が必要です。 
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図 22 平成 29 年度高等部卒業生の進路状況 
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障がいのある方の生涯学習が注目される中、余暇活動は、将来の生きがいを見つけ

たり、自立と社会参加への積極的な態度を身に付けたりする上で意義があります。こ

のため、全ての子どもに対する余暇活動等の「生きがいづくり」を在学中から計画的

に取り組むことが必要です。 

本県の特別支援学校においては、文化、芸術、スポーツなど、将来の生きがいづく

りや余暇活動支援につながる活動を、学校の教育活動の中に積極的に取り入れていま

す。その結果、卒業後も絵画や太鼓、マラソンなどに取り組みを続け、趣味としてい

る事例や、「障がい者スポーツ大会」や「高等学校総合文化祭」においての入賞、九

州大会や全国大会への出場など、卒業生の様々な活躍が見られるようになってきまし

た。 

 

今後は、児童生徒が、卒業後も趣味や特技として継続して行えるような活動を見い

だすとともに、地域と協働しながら生涯にわたって学び続ける場の提供など、個々の

実態に合わせて支援できるような体制づくりが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 特別支援学校における教育環境の計画的整備（新規） 

○ 障がいの重度・重複化、多様化に対応した専門的指導力の向上 

○ 特別支援学校のセンター的機能の再構築 

○ 早期からのキャリア教育の充実 

○ 特別支援学校の地域や関係機関と連携した就労支援 

○ 障がいのある子どもの生きがいづくり（新規） 

課  題 


